
「防災対策」について研究会を開催しました

　港湾海岸防災協議会では、港湾海
岸防災事業の促進運動、海岸シンポ
ジウムの実施、雑誌「波となぎさ」発行
等による関係事業に取り組んでまいり
ました。
　こうした従来の関係事業に関する
活動に加え、会員の方々が抱える港
湾海岸関係及び防災関係の課題に
ついて分析及び施策の検討を行い、
その結果を提供することにより会員の
方々の業務の向上に資することを目的
として、平成29年度に「港湾海岸防
災協議会研究会」を設置し、今回で８
回目の開催となりました。
　今回は、「防災対策」をテーマに、石
川県、七尾市及びカナデビア株式会
社の担当者よりご講演頂きました。な
お、冒頭で、国土交通省港湾局海岸・
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防災課より最近の港湾海岸防災行政
に係るトピックスをご講演頂きました。
　令和8年2月5日（木）14時より対面・
オンライン併用で開催し、対面での参
加が約20名（東京都港区赤坂の公
益社団法人日本港湾協会会議室）、
オンラインでの参加が約180名と多く
の参加者での開催となりました。
　はじめに、国土交通省港湾局海岸・
防災課海岸・防災企画調整官　小山
真人様より「港湾における防災・減災、
国土強靱化に関する最近の情勢につ
いて」と題し、ご講演いただきました。
　令和７年４月に成立した改正港湾
法について、能登半島地震で明らか
になった課題や気候変動に伴う海水
面上昇に対応するため、応急公用負
担や協働防護計画制度等が創設さ

れた、との説明がありました。（図―１）
　次に、能登半島地震とそれを踏まえ
た政策展開についての説明に移りま
した。
　令和６年１月１日に発生した能登半
島地震により北陸地方の29港のうち、
能登半島地域を中心に22港で被害
が発生し、岸壁の損傷とともに、ふ頭
用地の沈下・液状化など岸壁背後の
被害も多く発生したこと、地震、津波並
びに地盤の隆起による被害があった、
とのことでした。
　また、今回の能登半島地震により、
①耐震強化岸壁が地震発生時にも
港湾機能を維持し、海上からの物資
輸送や救援部隊・被災者の輸送、基
幹的な海上物流ネットワークの確保等
の重要な役割を果たすことが改めて



変動リスク評価手法ガイドライン」の概
要に関し、記載事項や主要ポイントに
ついての説明がありました。
　最後に、港湾における国土強靭化
に向けた取り組みについての説明が
ありました。令和7年6月6日に閣議
決定された第1次国土強靭化実施中

算措置）、③民間所有護岸等に対す
る税制特例措置、④協働防護計画作
成ガイドライン等の作成・公表により予
算・税制・技術面一体の支援を行って
いる旨の説明がありました。（図―３）
　さらに、「協働防護計画作成ガイドラ
イン」と「港湾立地企業における気候

確認されたこと、②支援物資や燃料を
積んだ支援船が、支援港と受援港（能
登半島地域）との間を頻繁に往復する
ことで支援活動を継続的に実施したこ
と、③応急復旧により港湾機能を一定
程度確保しつつ、災害廃棄物や建設
資材の輸送を優先しながら本格的な
復旧に取り組んでいることな
どが紹介されました。（図―
２）
　さらに、能登半島地震を踏
まえた政策展開として、ハー
ド面での施策とソフト面での
施策についての説明があり、
港湾法改正、予算措置、港
湾BCPガイドラインの改訂、
港湾の基本方針の変更等
により実施される、とのことで
した。
　次に、港湾における「協働
防護」について説明がありま
した。
　その背景として、近年の主
な高潮・高波被害等につい
て紹介され、気候変動による
影響により世界の気候リスク
が深刻化しており、こうした
気候変動リスクへの港湾で
の取組として、港湾関係者
が適応水準や時期に関する
共通の目標を定め、ハード・ソ
フト一体の施策を進める「協
働防護」の考え方に基づき、
総合的防災・減災対策を進
めていくことが必要である、と
のことでした。
　こうした協働防護の取り
組みを進めるために、①港
湾法を改正し、協働防護協
議会、協働防護計画や協定
制度の創設、②港湾管理者
への協働防護計画の作成
支援（令和７年度からの予
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では「液状化」による被害が発生した、
とのことでした。（図―５） 
　また、地震発災後の港の役割とし
て、金沢港が能登半島への支援物資
の海上輸送拠点として活用され、宇出
津港、飯田港、穴水港及び七尾港は、
公費解体で発生した災害廃棄物の
海上輸送拠点として復旧に貢献した
との紹介がありました。また、金沢港
は、海上輸送による大量のセメント運

ける港湾の復旧状況について」と題
し、ご講演いただきました。
　初めに、令和６年能登半島地震並
びに奥能登豪雨の概要について説
明があり、動画で石川県内の被災状
況等の紹介がありました。
　次に、港湾の被害状況についての
説明に移り、特徴として、外浦側では

「地盤隆起」による被害、内浦側では
「津波」による被害、金沢港・七尾港

期計画の計画期間や施策等の紹介
があり、事業規模は今後５年間でおお
むね２０兆円強程度を目途とし、今後
の資材価格・人件費高騰等の影響に
ついては予算編成過程で適切に反映
される、とのことで講義が締めくくられま
した。（図―４） 
　続いて、石川県　奥能登土木総合
事務所　事業調整室長　前田輝也
様から「令和6年能登半島地震にお
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港、小木港及び穴水港の被災状況や
復旧・復興状況について写真を中心
に説明があり、和倉港海岸の復旧に
ついては県施工0.7㎞では令和7年
度内、国施工1.1㎞は令和8年度中の
完成を目指している、とのことでした。
　また、能登半島地震を踏まえた「金
沢港将来ビジョン」等について紹介が
ありました。金沢港将来ビジョンによ
り、大規模地震等に備えた国土強靭

活動が停止しましたが、仮桟橋を設置
するなど応急復旧が完了し、順次操
業を再開した、とのことでした。今後、
輪島港復旧・復興プランに基づき、創
造的復興に向け、港湾機能の強化や
強靭化を図るとともに、生業（なりわい）
の再建や暮らしとコミュニティの再生
に取り組みます、とのことでした。（図―
７）
　続いて、飯田港、七尾港、宇出津

搬により復旧・復興に向けた資材の安
定供給に寄与した、との紹介がありま
した。（図―６） 
　続いて、石川県管理10港湾の復
旧・復興状況について説明があり、建
設業協会等のご尽力により令和７年３
月までに全ての港湾で応急復旧が完
了したことなどが紹介されました。
　輪島港においては、地盤隆起による
座礁等により約200隻の漁船の漁業
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　続いて、令和６年能登半島地震の
概要について報告があり、七尾市で
は震度6強が1回、震度5弱が4回記
録され、住宅被害が全壊538件含め
1万7千件を超え、七尾市内の９６％
で断水が発生したことや発災当初の
市役所の様子などが紹介されました。

（図―１０） 
　次に、道路に関する被害状況や応
急・災害復旧工事の状況について説
明がありました。
　また、能登半島地震を振り返って、も
し発災が夏季の平日であれば、災害

より、多くの教訓を残していると感じま
した。
　続いて、七尾市建設部土木課長
鷹合豊勝様から「能登半島地震　正
月を襲った衝撃と防災対応の記録に
ついて」と題し、ご講演いただきまし
た。
　最初に、石川県七尾市は古くから
能登地域の政治・経済・文化の中心と
して発展し、青柏祭の曳山行事や石
崎奉燈祭など四大祭が大切な行事と
して古くから引き継がれていることが
紹介されました。（図―９）

化に資する港づくりを重点戦略として
施策を推進するとともに、令和７年３月
に改訂した「金沢港港湾計画」に基づ
き、物流機能の強化と強靭化を推進
する、とのことでした。（図―８）
　最後に、今回の地震を教訓とした課
題として、大規模災害時に防災拠点
に活用できるオープンスペースの確保
など災害に強い防災拠点の構築等が
あげられます、とのことでした。
　能登半島地震では、地理的（半
島）、社会的（過疎・高齢化）、時期的

（正月）の３点での制約下での被災に
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関連死や火災、交通事
故件数の増加が懸念さ
れ、防災計画では多様な
シナリオを想定することが
重要、との考察が報告さ
れました。
　続いて、港湾・漁港等
に関する被害状況や応
急・復旧工事の状況につ
いて説明がありました。

（図―１１）
　和倉港海岸における
協議会の経緯や護岸復
旧状況については、旅館
の再建と歩調を合わせつ
つ、令和8年度中を目途
に可能な限り早期の完成
を目指します、との説明が
ありました。（図－１２）
　最後に、「全国の皆様
からの多大なるご支援を
賜り、心より感謝申し上げ
ます。復興に向けて取り
組んでおり、能登へ来ら
れる際は、ぜひ七尾市に
お立ち寄りください。」とし
て講演が締めくくられまし
た。
　インフラの被害状況と
応急・復旧状況の対比や
発災当初の市役所の様
子が写真で分かりやすく
まとめられており、地方公
共団体の皆様にとってと
ても参考になったのでは
ないか、と感じました。
　最後に、カナデビア株
式会社　社会インフラ事
業本部　技術統括部　
仲保京一様から「海底設
置型フラップゲート式水
門について」と題し、ご講
演いただきました。
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台風の強大化などが懸念されるとのこ
とでした。（図―１３）
　続いて、水門等の従来技術の課題・
弱点として、操作員が到着できないと
機能発揮できない、操作員の逃げ遅
れの危険や操作ミスを回避することが
難しいといった点があげられ、また、電
子機器の突発的な故障を定期点検
で回避することも難しく、システムの複

　フラップゲート式水害対策設備の開
発経緯等に関しご説明があり、海底設
置型は2003年に開発に着手し2017
年に初受注、陸上設置型は2009年に
開発に着手し2014年に初受注、その
後、原子力発電向け等の受注があっ
た、とのことでした。開発の大きな背景
には2011年の東日本大震災があり、
今後は、気候変動による海面上昇や

（ 図-13 ）

雑化・高度化により故障発生確率が
上昇し、部品交換等により維持管理費
の負担が増大している、とのご説明が
ありました。（図―１４） 
　これらの課題・弱点を解決するため
に、海底設置型フラップゲート式水門
の開発が行われましたが、この技術に
関しても、①船舶航行への影響、②維
持管理、③津波作用時の衝撃力等の

（ 図-14 ）



年度以降も継続して「港湾海岸防災
研究会」を開催し、会員の皆様に情報
を提供していきたいと考えております。
会員の皆様におかれては、テーマ等に
ついてご希望があれば、事務局あて
ご連絡をお願い申し上げます。

（注）掲載の写真や資料は、講演資料の一部を
　　抜粋しました。

課題がありました、とのことでした。
　この課題に対しては、①係留フック、
②状態監視装置、③起立安定化プ
レートの導入により課題を解決し、結果
として、海底設置型フラップゲート式水
門の導入により、防護ラインの短縮・単
純化などさまざまな効果が期待される、
とのご説明がありました。（図―１５） 

　最後に、日本国内での施工実績と
稼働事例が紹介されました。（図―
１６）
　講師の皆様におかれては、ご多忙
にも関わらず快く講演をお引き受け下
さり、この誌面をお借りして改めて御礼
申し上げます。
　港湾海岸防災協議会では、令和８
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